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アーダコーダ カ菫

● 1章 ●■

“

勒

第1条 この注人は.特定葬雷利活動浸ひ、ことも雷学 。おとな雷宇 アーダコーダと称する。また、英

文名を hi:os●山im:Practi∞ ar山∞ぬ といい、嗜称をアーダコーダとする.

(事務所)

第2彙 この法人は、主たる事薔所を東京●港区に置く。

● 2章 目的■び事●

(目的)

第3条 この法人は、ひろく一般市民に対し、哲学対優を実践し普及する事業を壼じて、こどもとお

となの対話する力と考える力の向上に貢献することを目的とする。

(特定非

…

の国D
第4彙 この法人は、前彙の目的を達成するため、次に掲:fる■目の特定非営利活動を行う。

(1)社会教育の推進を目る活動

②学術、文化、芸術又はスポーツの撮興を目る活動

(3)子どもの●全自虐を目る活動

(4)●各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活働に口する連籍、助言又は援助の活動

C」D
第5彙 この法人は、第3彙の目的を達成するため、次の特定非営利活動に係る事業を行う。

(1)哲学対饉の■づくり事菫

②哲学プラクティスに口する学びの場づくり事業

(3)哲学プラクティスに日わる人のネットワーク移威事業

(4)哲学プラクティスに出する資料および改材開発事業

⑤口各■に■げる事二に■■又は日菫する事菫

,3●
“m,日)

第6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもつて特定非営利活腱促遣法(以下「法」とい

う。)上の社員とする。

(1)正会員 この法人の目的に■日して入金した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に費同し、活動を支援するために入金した個人及び団体

(入金)

第7彙 会員として大会しようとするものは、代表理事が別に定める人会申込書により、代表理事

に申し込むものとし.代表理事は、そのものが歯彙に■げる彙件に適合すると口めるときは、正当

な理由がない限り、入会を目めなければならない。

2 代表理事は、歯項のものの入会を■めないときは、速やかに、理由を付した書面をもつて本人
にその口を1■」口しなけれ1諷|ならない。

(入金金及び会費)

第8条 会員は、鍮会において用に定める入金全及び会■を納入しなければならない。

(会員の資格の甍失)

第9彙 全員が次の各号の一に餞当するに奎つたときは、その資格を甕失する。

(1)理会目の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、又は全員である団体が渭濾したとき。
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③継崚して2年以上会費を澤納したとき。

(4)除名されたとき。

(退会)

第10彙 全員は、代表理事が用に定める退会目を代表理事に提出して、任意に選全することができ

る。

(除名)

第11彙 会員が次の各号の一に餞当するに至つたときは、輸会において正全員総数の4分の3以上

の議決により、これを除名することができる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会

を与えなければならない。

(1)この定款年に違反したとき。

(2)この法人の名書を儡つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

(拠出金品の不返還)

第12彙 曖納の入金金、会費及びその他の枷出全品は、二量しない。

●4拿 Q員ユun員
僣男及び定lD

第13彙 この法人に次の役員を置く。

(1)理事 3人以上 15人以下
(2)監事 1人
2理事のうち、1人をけ 、若千名を■代表理事とする。

饉任等)

第14彙 理事及び監事は、総会において選任する。

2代表理事晨ι●り代表理事は、理事の互ヨとすこヽ
3役 員のうちには、それぞれの役員について、その配働者若しくは3●等以内の親族が 1人を超
えて含まれ.又は当腋役員重びにその口働者及び3●等以内の親族が役員の総数の3分の 1を超え

て含まれることになつてはならない。

4監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。
(職務)

第15条 代表理事は、この議人を代表し、その彙3を●理する。

2副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故あるとき又は代表理事が欠けたときは、

代表理事があらかじめ指名した日序によって、その職3を犠行する。

3理事:`、 理事会を■咸し、この定歌の定め及び理事会の日決に基づき、この法人の葉洒を執行
する。

4監事は、次に掲げる喘務を行う。
(1)理事の彙轟犠1行の状滉を監奎すること。

② この法人のけ

…

監壺すること.

(3)前 2■の規定による監童の錯果、この法人の彙薔又は財産に日し不正の行ら又は法令若しくは

定歌に菫反する■大な事実があることを発見した場合には、これを●会又は所轄庁に報告すること。



(4)前号の報告書するため必要がある場合には、お会を招集すること。

③ 理事の業薔執行の状ヨ又はこの法人の財産の状現について、理事に意見を述べ、若しくは理事会

の招集を請求すること。

に期つ

第16彙 役員の任期は、2年とする。ただし、再任を
…

1.

2補欠のため、又は増員によつて韓任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の
残存期間とする。

3前 2項の規定にかかわらず、任期満了前に総会において後任の役員がヨ任された場合には、当
餞総会が餞綸するまでを任場とし、また、任働翡7住住任0■■が■任されていない場合1■は、任

期の末日後最初の総会が終錯するまでその任期を伸長する。

4役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その朧薔を行わなければ
ならない。

“

喀員引旧D
第17彙 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、運澤なくこれを補充

しなければならない。

傷 D
第18彙 役員が次の各号の一に臓当するに至つたときは、総会において正会員総数の4分の3以上

の議決により、これを解任することができる。この場合。その役員に対し、■決の前に弁明の機会

を与えなければならない。

(1)喘務の遂行に堪えない状況にあると日められるとき。

(2)職霧上の■着菫反その他役員としてふきわしくない行わがあったとき。

(報日り

第19彙 役員は、その総量の3分の 1以下の籠囲内で颯目を受けることができる。

2役員には、その嗜着を執行するために要した費用を弁償することができる。
3前 2項に日し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が用に定める。
(腱m
第
"条
この法人に、事薔局長その他の■員書置くことができる。

2職員は、代壺理事が任免する。

●6章
"(■踊)

第21彙 この法人の彗会は、通常総会及t舶藤 の2種とする。

輛 n
第22彙 総会は、正全員をもって構成する。

(権D
第23彙 ●会は、次の事項について議決する。

(1)定歌の■更

(2)解散

C'合併

く4)その他この法人の理営に日する重要事項

0闘D
第24彙 通常総会は、毎年 1回口催する。

2■1出犠会は、次の各号0-1■議討 る場合1■紺 る。

一
●



(1)理事会が必■と認め招集の請求をしたとき。

0)正会員総数の5分の1以上から会■の目的である事項を日●した書面をもって招集の請求があっ

たとき。

(3)第15彙第4項第4号の規定により、監事から招集があったとき。

“

鋤

第5彙 ●会は、首彙第2項第3号の場合を除き、代表理事が招集する。
2代表理事は、前彙第2項第1号及び第2号の規定による請求があつたときは、その日から∞日以
内に出時総会を招集しなければならない。

3構会を橘彙するときは、鋼●の口彎、場所、目的及び響mを E●した0■又は■■的方法を
もって、少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(コL長)

第26条 総会の日長は、その彗会において、出席した正会員の中から選出する。

錠足m
第27彙 綸会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ日会することができない。

●じυ

第郎条 総会における餞決事項は、第25彙第3項の規定によつてあらかじめ通知した事項とする。

2総会のi■事は、この定軟に規定するもののほか、出席した正全員の過半数をもつて決し、可否同
数のときは、l■長の決するところによる。

(表決糧等)

第29彙 各正会員の表決権は、平等なるものとする。

2 やむを得ない理由のため綸会に出席できない正全員は、あらかじめ量知された事項について書
百又は■1曰的方法をもって凛姜し、叉け●の正会員を代理人として裏決を,任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、第27彙、前彙第2項、次彙第1項の適用については、輸会
に出席したものとみなす。

4 やむを得ない理由のため●会の場に来られない正全員は、ネットワーク機暑年の機機によるオ
ンライン会ロシステム(発言等の情報伝達の双方向性及び即時性が確保されているものに限る。以

下同じ。)によつて,●会に出席し。壼決することができる。
5総会の議決について、特別の利害口係を有する正会員は、その■事の口決に加わることができな
い。
C事働
第
"彙
総会の■事については、次の事項を目載した饉事彙を作成しなければならない。

(1)日時及び場所

(2)正全員総数及び出席者菫(書面着しくは電磁的方法による表決者又は麦決委任者がある場合、又

はオンライン会:口|システムによる出席者がある場合にあつては、その数を付腱すること。)

③審口事項

(4)薔事の経過の颯晏及曜 の精彙

４

●



(5)議事麟署名人の選任に目する事項

2議事録には、自長及びその会饉において選任された■事録署名人2人が署名又は配名押印しなけ
ればならない。

3前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的
“

鰊により同意の意思表示をしたこ

とにより、

…

あつたとみなされた蝙合にお出。ては、わ 事項を置0した饉事録を作成し

なければならない。

(1)●会の決臓があつたものとみなされた事項の内害

② 前月に)事項の提案をした者の氏名又は名称

く3)綸金0決■諄あったも0とみなされた日

(4)醸事録の作成に係る職3を行つた者の氏名

●0章 ―

`繊

咸)

第31彙 理事会は、理事をもつて構成する.

(権籠〉

第
"条
理事会は、この定軟で定めるもののほか、次の事項を|■決する。

(1)事業計■及び予算に口する事項

(a事業報告及び決算に目する事項

③役員の選任等に目する事項

“

)入金全及び会■に目する事項

〈5)長期僣入金に目する事項

③事覇局の組燿■に目する事項

(7)その他この法人の運営に目する重要事項

(8)総会に付籠すべき事項

(9)総会の腱決した事項の軌行に口する事項

(10その他総会の口決を■しない会3の日mこ口する●項

G‖D
第33条 理事会は、次の各号の―に腋当する場合に開催する。

(1)代表理事があ要と■めたとき。

0理事
“

彙の2分の1以上から会饉の日的である事項を

“

した書ロスは■薔的方法をもつて招集

の日求があったとき。

(3)第15彙第4項第5号の規定により、監事から招集の請求があつたとき。

“

鋤

韓 摯 中 郵 い 。

2 代表理事は、前彙第2号及び第3号の規定による情求があつたときは、その日から∞日以内に
理事会を招集しなければならない。

3理事会を招集するときは、会■の日時、場所、目的及び審■事項を
"し
た書面又は電磁的方法

をもって、少なくとも5日前までに通知しなければならない。

GD
第

“

彙 理事会の口長は、代表理事がこれに当たる。

(定足数)

”
●



第36彙 理事会は,理事●数の過半数の出席がなければ日会することができない。

0訪υ

第37彙 理事会におけるlE決事項は。第34彙第3項の規定によつてあらかじめ通知した事項とす

る.ただし、緊急の場合については、理事会出席者3分の1以上の同意により籠■とすることがで

きる。

2理事会の饉事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同数のときは、日長の決するところによ
る。

(表決権ID
第■彙名■■の衰興nは、平守なるものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ壼知された事項について書
面又は電磁的方法をもつて表決すること、または他の理事を代理人として表決を重任することがで

きる。

3前項の1燿膚により■決した理事は、第
“

栞及び次彙第′■の適用については、理事会に出席した

ものとみなす。

4やむを骨ない理由のため理事会の場に来られない理事は、ネットワーク撮署等の接続によるオン
ライン会ロシステムによつて、理事会に出席し,1表決することができる。

5理事会の籠決について、特別の利害口係を有する理事は、その饉事の構決に加わることができな
い 。

(■事鬱D
第
"彙
理事会の餞事については、次の事項を配●した饉事録を作成しなければならない。

(1)日時及び場所

② 理事●贅、出席看彙及

`出
席宥氏名

“

輌繭しくは

…

による表決者又は壼決姜任者があ

る場合、又はオンライン会■システムによる出席者がある場合にあつては、その歌を付記するこ

と。)

0)書■事項

(4)鴨事の経過0椰豪■u曖漁0饉黒

(5)■事録署名人の選任に日する事項

2鵬事録には、議長及びその会議において選任された餞事録署名人2人が署名又は記名押印しなけ
ればならない。

●7睾 費壼ユ
`虫
針

債産の構0
第●彙 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。

(1)設立当初の財産目彙に障 された資産

2)入金奎及び会貴

(3)書付金昌

(0財産から生じる収益

(5)事業に伴う収菫

C,その他の収整

(資産の区分)

第41条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に目する責産の 1種とする。

(資産の管理)

第42乗 この法人の責産は.代狂理事が管理し。その方法は。理事会のコスを経て、代豪理事が別に

定める。

´
０



(会計の原則)

第●彙 この法人の会計は、次に■げる朦口に従つて行うものとする。

(1)会計簿は、正規の蜂記の原則に従つて正しく

“

颯すること。

(2)活動計算書、賃借対照壼及び財産目鰊は、会計簿に薔づいて活動に係る事業の奥籠及び財政状●

に関する虞実な崚 輌瞭に表示したものとすること。

③ 採用する会計処理の基準及び手崚については、毎事業年度饉繊して適用し、みだりにこれを壼更

しないこと。

(会計の区分)

第44彙 この注人|の会計は、や庭中善璃活働[●係る事彙1型ロオむNM鵬種とする。
(事彙計■及び予算〉

第

“

彙 この法人の事業計口及びこれに伴う予算は、代表理事が作成し、理事会の■決を経なければ

ならない。

“

DEラ」D
第

“

彙 曹彙の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、代表理事は、

理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収査費用を積行することができる。

2前項の収査費用は、新たに成立した予算の収査費用とみなす。
(事業颯告及び決算)

第47条 この法人の事彙穀告及び決算は、毎事業年度ごとに代表理事が事業穀告書.活動計算書、

賃借対照表及び財産目彙年として作成し、監事の監壺を経て、その年度姜了後3か月以内に理事会

の承■を得なければならない。

2決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に饉り鶴すものとする。
(事拿年度

'第朝条 この法人の事業年度は、毎年4月 1日に始まり里年3月 31日に書わる。

(長期借入金)

第●彙 この法人が貴金の僣入をしようとするときは、その事彙年度の収益をもって侵遺する短期借

入金を臓き、理事会の承■を0なければならない。

●3拿 菫●0=■も憚●及び合併
(定歌の壼更)

第
"彙
この法人が定歌を壼更しようとするときは、

"に
出席した正全員の4分の3以上の出決を

得なけれはならない。

2定欧の資更は、次に掲げる事項については、所轄庁の日肛を得なけれはならない。

(1)目的

0)名称

③ 特定非雷利

…

び当菫特定非雷利活0に藤る事業の‐

(0主たる事薔所及びその他の事務所の所在地 (所轄庁の■更を伴うものに限る。)

(D正会員の費格の得喪に目する事項

(6)役員に関する事項 (役員の定数に係るものを除く。)

(7)」鶴Eに日する

"(3)その他の事業を行う場合には、その種類その他当餞その他の事業に目する事項

(9)解散に目する事項 (残余財産の●口すべき者に係るものに限る。)



(1の定歌の■更に目する事項

(解tD
第51彙 この法人は,次に掲げる事由により解散する。

(1)●会の決■

② 目的とする特定葬書利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

⑤ 破産手綱開始の決定

(0所轄庁による設立の日饉の取消し

2前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の承鮨を得なけ
ればならない。

3第 1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の露定を得なければならない。
(残余財産の

"口
,

第52条 この法人が解散 (合併又は崚産手薔口始の決定による解散を除く。)したときに残存する

財産は、法第 11彙第3項に規定する法人のうちから彗会において選定したものに帰口するものと

する。

倫佛

第53条 この法人が合併しようとするときは、●会において正会員●歌の4分の3以上の■決を経、

かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

,0章 合●0方法
(公告の方】D
中舅彙 この法人の解散事由に係る公割よ、この法人の掲示場に掲示するとともに、官颯に掲載して行

う。また、この法人の負借対日表の公告は、この法人のホームページに掲載して行う。

■5椰摯 1日疇

(●円)

第55条 この定款の鮨行についてら要な●用は、理事会の議決を経て、代表理事がこれを定める。

■ 月

1この定款は、この患人の成立の日から施行する。
2この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。
代表理事  l::辺 洋平
■代表理事 河野 哲也
理事

同

同

同

同

同

同

同

監事

3この法人の設立当初の役員の任期は、第16彙第 1■の規定にかかわらず、成立の日から平成2
7年 6月 30日 までとする。

子

好
籠
断
瞳
楯
特
棘
軸
鶴

瓶
淋
坦
鴨
鯛
鉢
朗
軸
報

０
０



4この法人の設立当初の事業計口及び予算は、第
“

彙の規定にかかわらず、設立彗会の定めるとこ

ろによるものとする。

5この法人の設立当初の事業年度は、第
“

条の規定にかかわらず、成立の日から平成27年 3月
31日までとする。
6この法人は 当初のス会壼ユい会費は、鯨 0燿定にかかわらず、次t僣

“ “

とする。

(1)入金全

正会員  (儡人・団体)0円
費助全員 (個人・団体〉 0円
0年全■
正会員  (個人・団体)10,Om円
賛助会員 (日人・団体) 1口 5,000円 (2口以上)

(学
.生)     1日  3,αЮ円 (1日以上)

‖ ■

この定款は、平成30年6月 8日から鮨行する。

鮒 ■

こα劇脚ま 令釉4年■0月 18日から力摘する。

‖ ■

この定歌は、令和8年 1月 16日から施行する。

〈
Ｖ


